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表紙

　

　
　　　

　
　

第136回定時株主総会招集ご通知に際しての
インターネット開示事項

　
　

平成23年度

（自　平成23年４月 1 日
至　平成24年３月31日 ）

　
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

　
　
　
　
　
　
　
　

横　河　電　機　株　式　会　社
　

法令及び当社定款第17条の規定に基づき、インターネット上の
当社ウェブサイト（http://www.yokogawa.co.jp/）に掲載すること

により、株主の皆様に提供しているものであります。
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連結注記表
Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の状況

・連結子会社の数 85社
・主要な連結子会社の名称 「事業報告１．⑶　②重要な子会社の状況」に記載

しているため省略しています。
⑵　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称 横河ファウンドリー株式会社
・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）
等がいずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないため、連結の範囲から除外しています。

２．持分法の適用に関する事項
⑴　持分法を適用した非連結子会社の状況

・持分法適用の非連結子会社又は関連会社数　３社
・主要な会社等の名称 横河ファウンドリー株式会社、横河レンタ・リース

株式会社
⑵　持分法を適用していない非連結子会社又は関連会社の状況

・主要な会社等の名称 キューアンドエー株式会社
・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等に及ぼす影響が軽微であり、かつ
全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲
から除外しています。

⑶　持分法の適用に関する特記事項
　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の直近の事業
年度に係る財務諸表を使用しています。

３．連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する事項
⑴　連結の範囲の変更

　Yokogawa Electric Ukraine Ltd.は、新たに設立したため、連結の範囲に含めています。
　横河エレクトロニクス・マニファクチャリング株式会社は、清算が結了したため、連結の
範囲から除外しています。

⑵　持分法の適用の範囲の変更
　横河オーガニゼーション･リソース･カウンセラーズ株式会社は、株式を売却したことによ
り、持分法の範囲から除外しています。

４．連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち横河電機（蘇州）有限公司他13社については、決算日は12月31日です。
　連結計算書類作成に当たって、これらの会社については、連結決算日現在で実施した仮決算
に基づく財務諸表を使用しています。

５．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券
・満期保有目的債券 償却原価法（定額法）によっています。
・その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっていま
す。

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は主として移動平均法により算定していま
す。）

・時価のないもの 主として移動平均法による原価法によっています。
②　デリバティブ 時価法によっています。
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③　たな卸資産
・製品、仕掛品 主として個別法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
ます。

・その他 主として平均法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
ます。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法 　
①　有形固定資産

（リース資産を除く）
主として定額法によっています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物及び構築物　　：３年～50年
機械装置及び運搬具：４年～10年 

②　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっています。
なお、自社利用のソフトウェアについては社内にお
ける利用可能期間（主として５年～10年）に基づく
定額法によっています。

③ 　 リ ー ス 資 産 リース期間を耐用年数とした定額法によっていま
す。
なお、残存価額については、リース契約上に残価保
証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としています。
また、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっています。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、主として、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債
権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しています。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、翌連結会計年度
支給見込額の当連結会計年度負担分を計上していま
す。

③　退職給付引当金 一部の在外連結子会社では、従業員の退職給付に備
えるため、米国会計基準または国際財務報告基準を
基に、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しています。

④　役員退職慰労引当金 一部の連結子会社では、役員の退職慰労金の支給に
備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上して
います。

⑷　重要な収益及び費用の計上基準
　（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）
　　請負工事に係る収益の計上基準については、当連結会計年度末までの進捗部分について成果

の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）
を、その他の工事については工事完成基準を適用しています。

⑸　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
　　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しています。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部に
おける為替換算調整勘定及び少数株主持分に含めています。
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⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法 主として繰延ヘッジ処理によっています。なお、為

替予約等については振当処理の要件を満たしている
場合は振当処理を、金利スワップについては特例処
理の要件を満たしている場合は特例処理を採用して
います。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 主として外貨建の営業債権等の為替変動リスクをヘ
ッジするために為替予約等を、借入金の金利変動リ
スクをヘッジするために金利スワップを利用してい
ます。

③　ヘッジ方針 主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する
ためにデリバティブ取引を利用することを基本方針
としています。

④　ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引等については、当該取引とヘッジ対象
となる資産に関する重要な条件が同一であり、ヘッ
ジ開始時及びその後も継続して相場変動又は、キャ
ッシュ・フロー変動を相殺するものであることが事
前に想定されるため、有効性の評価は省略していま
す。

　 また、金利スワップ取引については、特例処理の要
件を満たしているためヘッジの有効性の評価を省略
しています。

⑺　のれんの償却方法及び償却期間
　　のれんの償却については、20年以内のその効果の及ぶ期間にわたって、定額法により規則

的に償却しています。但し、金額に重要性が乏しい場合には、発生時にその全額を償却してい
ます。

⑻　その他連結計算書類作成のための重要な事項
①　消費税等の会計処理 税抜方式によっています。
②　連結納税制度の適用 当連結会計年度より連結納税制度を適用していま

す。
６．会計方針の変更
　（有形固定資産の減価償却方法の変更）
　　当社及び国内連結子会社は、有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法

によっていましたが、過去２年間の事業構造改革における事業ポートフォリオの見直しによ
り、使用可能期間にわたり減価償却費を均等配分することが、今後の有形固定資産の利用形態
の観点からより適切であると判断し、当連結会計年度より、主として定額法へと変更していま
す。

　　この結果、従来の方法によった場合と比較し、当連結会計年度の営業利益は1,786百万円、
経常利益及び税金等調整前当期純利益は1,815百万円それぞれ増加しています。

７．表示方法の変更
　（連結貸借対照表）
　　前連結会計年度において、「無形固定資産」に含めて表示していました「ソフトウェア」は、

資産総額の100分の５を超えたため、独立掲記しています。なお、前連結会計年度の「ソフト
ウェア」は8,126百万円です。



2012/05/29 1:01:52 ／ 12854159_横河電機株式会社_招集通知（Ｆ）

連結注記表

－ 4 －

８．追加情報
　（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）
　　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会
計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平
成21年12月４日）を適用しています。

　（研究開発費の取り扱いの変更）　
　　当社及び一部の国内連結子会社は、研究開発費について、従来、基礎研究活動に係る費用を

一般管理費として計上する一方で、製品開発活動に係る費用については、ハードウェア開発と
同時並行で生産設計・生産準備活動といった製造活動を行ってきた経緯から、当期製造費用と
して計上していました。しかしながら、昨今の技術動向の変化により製品開発の主体がソフト
ウェア開発へと移行していく中で、過去２年間の事業構造改革における事業ポートフォリオの
見直しにより、今後の研究開発活動についてはハードウェア開発の占める割合が減少し、製造
との一体活動も縮小することが見込まれることから、当連結会計年度より、当期製造費用とし
て計上していた研究開発費の一部を、一般管理費として計上しています。

　　この結果、従来の方法によった場合と比較し、当連結会計年度の売上総利益は21,194百万円
増加していますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は470百万円それぞれ減
少しています。

　
Ⅱ．連結貸借対照表に関する注記

１．担保に供している資産及び担保に係る債務
　 ⑴　担保に供している資産 現金及び預金 12百万円
　 　 投資有価証券 4百万円
　 　 在外子会社の事業用資産 4,890百万円
　 　 計 4,907百万円
　 ⑵　担保に係る債務 支払手形及び買掛金 10百万円
　 　 計 10百万円

　上記、在外子会社の事業用資産4,890百万円は、在外子会社において包括的に担保に供して
いる売掛債権等です。

２．有形固定資産の減価償却累計額 145,204百万円
３．保証債務 93百万円
　 （うち債務保証 86百万円）
　 （うち保証予約 7百万円）
４．売上債権遡求義務

　当社及び一部の連結子会社は債権譲渡契約に基づく債権流動化を行っています。
　そのうち、当社及び一部の連結子会社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、1,535百万円です。

５．年金負債調整額
　純資産の部に計上しています年金負債調整額は、米国会計基準が適用される在外連結子会社
が、米国財務会計基準審議会会計基準編纂書（FASB Accounting Standards Codification）
715「報酬－退職給付」に従って年金負債を計上したことに伴う純資産の調整額です。
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Ⅲ．連結損益計算書に関する注記
１．減損損失

　当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
用 途 種 類 場 所

除 却 予 定 資 産
建物及び構築物、機械装置、
工具器具及び備品、土地、
ソフトウェア等

東京都武蔵野市　
神奈川県相模原市等

売 却 予 定 資 産 建物、土地 山梨県甲府市
東京都久留米市　

遊 休 資 産 建物及び構築物、機械装置、
工具器具及び備品、電話加入権 山梨県甲府市等

（資産種類ごとの減損損失の内訳）
種 類 減損損失の金額（百万円）

建 物 及 び 構 築 物 670
機 械 装 置 394
工 具 器 具 及 び 備 品 27
土 地 41
そ  の  他  （ ソ  フ  ト  ウ  ェ  ア  等 ） 281

合 計 1,416
　上記のうち、撤退事業に係る資産の減損損失950百万円（建物及び構築物379百万円、機械装
置391百万円、工具器具及び備品27百万円、ソフトウェア152百万円）を事業再編損として計
上しています。
（減損損失の認識に至った経緯） 
　除却予定資産については、減損損失1,092百万円（うち、事業撤退に係る損失 950百万円）
を特別損失に計上しました。　
　売却予定資産については、社有不動産売却の決定に伴い、資産グループの帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、減損損失144百万円を特別損失に計上しました。
　遊休資産については、将来の用途が定まっていないため、資産グループの帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、減損損失179百万円を特別損失に計上しました。
（グルーピングの方法）
　除却予定資産、売却予定資産及び遊休資産については、個別物件単位でグルーピングしてい
ます。
（回収可能価額の算定方法等）
　除却予定資産は、帳簿価額に基づき算定しており、売却予定資産及び遊休資産は、正味売却
価額により測定しています。

２．事業再編損
　事業再編損は、当社及び連結子会社の事業撤退に係る費用1,506百万円、固定資産の減損損失
950百万円を計上しています。

３．事業構造改善費用
　事業構造改善費用は、事業構造改革の進捗に伴う従業員転職支援及び希望退職に係る費用等
755百万円を計上しています。
　



2012/05/29 1:01:52 ／ 12854159_横河電機株式会社_招集通知（Ｆ）

連結注記表

－ 6 －

Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の総数に関する事項

　当連結会計年度の末日における発行済株式の総数　　普通株式 268,624,510株
２．剰余金の配当に関する事項　

　　　基準日が当連結会計年度の末日に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度に
　　　なるもの　　　

・配当金の総額 1,287百万円
・１株当たり配当金額 ５円
・基準日 平成24年３月31日
・効力発生日 平成24年６月28日

　
Ⅴ．金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主に制御・計測製品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らし
て、必要な資金を銀行借入等により調達しています。一時的な余資は安全性の高い金融資産
で運用し、また、短期的な必要資金を銀行借入及びコマーシャルペーパー等で調達していま
す。またデリバティブ取引は、借入金の金利変動リスク、外貨建債権債務の変動リスクを回
避するために利用し、投機的な取引は行わない方針です。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されていますが、当社グル
ープの債権管理基準に則り、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、信用状況
を把握する体制としています。
　投資有価証券として保有している株式は、市場価格の変動リスクがありますが、主に業務
上の関係を有する企業の株式であり、定期的に時価や発行体の財務状況を把握し、保有状況
を継続的に見直しています。
　営業債務である支払手形及び買掛金の支払期日はほとんどが１年以内です。借入金のうち
短期借入金は、主に短期的に変動する営業取引に対して、資金調達を実施しています。これ
らの営業債務などの流動負債は、その決済時において流動性のリスクに晒されていますが、
当社グループでは各社が毎月資金繰計画を見直すなどの方法により、そのリスクを回避して
います。
　長期借入金は、主に設備投資及び投融資に係る資金調達です。長期借入金については、そ
の支払金利の変動リスク回避のため、固定金利での借入を原則としており、変動金利で借入
を実施した場合、金利スワップ取引による固定化を行っています。
　外貨建の営業債権は、為替の変動リスクに晒されていますが、原則として先物為替予約又
はレンジ・フォワードオプション等を利用し、リスクの軽減に取り組んでいます。
　当社グループのデリバティブ取引は、取引権限を定めた社内規程に則って執行されていま
す。当該規程では、デリバティブ取引の管理方針、リスク管理の主管部署、利用目的、利用
範囲、信用リスクを軽減させる取引相手方の選定基準、及び報告体制に関する規定が明記さ
れています。また、取引の執行者と取引管理者の間で相互牽制が働くような組織と報告体制
をとっています。

⑶　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算
定された価額が含まれています。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、
異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の
とおりです。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めてい
ません（（注）２．を参照ください。）。

　 　 　 （単位：百万円）
　 連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

⑴　現金及び預金 54,624 54,624 －
⑵　受取手形及び売掛金 110,540 　 　

貸倒引当金（＊１） △3,247 　 　
　 107,293 107,293 －
⑶　有価証券及び投資有価証券 　 　 　

①　満期保有目的の債券 0 0 －
②　その他有価証券 14,474 14,474 －

資産計 176,393 176,393 －
⑴　支払手形及び買掛金 30,658 30,658 －
⑵　短期借入金 10,687 10,687 －
⑶　未払法人税等 3,307 3,307 －
⑷　未払金 8,070 8,070 －
⑸　長期借入金（＊２） 92,572 93,028 455

負債計 145,297 145,752 455
（＊１）受取手形及び売掛金に係る貸倒引当金を控除しています。
（＊２）長期借入金には１年以内に返済予定として連結貸借対照表上、短期借入金に表示している

長期借入金を含めています。
　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
といえることから、当該帳簿価額によっています。なお、受取手形及び売掛金につ
いては、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金を信用リスク
とみなし、時価を算定しています。

⑶　有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又
は取引金融機関から提示された価格によっています。

負債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　短期借入金、⑶　未払法人税等、⑷　未払金

これらは短期間で決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい
といえることから、当該帳簿価額によっています。

⑸　長期借入金
これらの時価については､元利金の合計額を､新規に同様の借入れを行った場合に想
定される利率で割り引いた現在価値により算定しています。　
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（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　 （単位：百万円）

区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 17,374

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるも
のであるため、「資産⑶　有価証券及び投資有価証券」には含めていません。

（注）３．金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額
　 　 　 　 （単位：百万円）
　 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 1 0 　  年 　  超
現 金 及 び 預 金 54,624 － － －
受 取 手 形 及 び 売 掛 金 110,391 149 － －
有 価 証 券 及 び 投 資 有 価 証 券 　 　 　 　

満期保有目的の債券 0 － － －
合計 165,015 149 － －

（注）４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額
　 　 　 　 （単位：百万円）
　 １ 年 以 内 １年超５年以内 ５年超10年以内 1 0 　  年 　  超
長 期 借 入 金 3,917 62,479 1,012 25,163

　
Ⅵ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 565円69銭
２．１株当たり当期純利益 23円11銭

　
Ⅶ．重要な後発事象に関する注記

　遊休化した社有地について、平成24年３月30日付けで売買契約を締結し、平成24年４月27日
に引渡しが完了しました。平成25年３月期において固定資産売却益3,734百万円を計上します。
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個別注記表
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券

①　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法によっています。
②　その他有価証券

・時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法によっていま
す。

　 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定しています。）

・時価のないもの 移動平均法による原価法によっています。
⑵　デリバティブ 時価法によっています。
⑶　たな卸資産

①　製品、仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低
下に基づく簿価切下げの方法）によっています。

②　半製品、原材料 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の
低下に基づく簿価切下げの方法）によっています。

③　貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収
益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によってい
ます。

２．固定資産の減価償却の方法 　
⑴　有形固定資産

（リース資産を除く）
主として定額法によっています。
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物：３年～50年　　機械及び装置：４年～７年

⑵　無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法によっています。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内に
おける利用可能期間（５年～10年）に基づく定額法
によっています。

⑶　リース資産 リース期間を耐用年数とした定額法によっていま
す。

　 なお、残存価額については、リース契約上に残価保
証の取決めがあるものは当該残価保証額とし、それ
以外のものは零としています。

　 また、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう
ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法
に準じた会計処理によっています。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を検討し、回収不
能見込額を計上しています。

⑵　賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に充てるため、翌期支
給見込額の当期負担分を計上しています。

４．収益及び費用の計上基準 　
完成工事高及び完成工事原価の
計上基準

請負工事に係る収益の計上基準については、当事業
年度末までの進捗部分について成果の確実性が認め
られる工事については工事進行基準（工事の進捗率
の見積りは原価比例法）を、その他の工事について
は工事完成基準を適用しています。
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５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として
処理しています。

６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法 繰延ヘッジ処理によっています。なお、為替予約及

び通貨スワップについては振当処理の要件を満たし
ている場合は振当処理を、金利スワップについては
特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採
用しています。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象 外貨建の貸付金の為替変動リスクをヘッジするため
に為替予約又は通貨スワップを、借入金の金利変動
リスクをヘッジするために金利スワップを利用して
います。

⑶　ヘッジ方針 主に為替変動リスク及び金利変動リスクを回避する
ためにデリバティブ取引を利用することを基本方針
としています。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法 為替予約取引及び通貨スワップ取引については、当
該取引とヘッジ対象となる資産に関する重要な条件
が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して
相場変動又は、キャッシュ・フロー変動を相殺する
ものであることが事前に想定されるため、有効性の
評価は省略しています。

　 また、金利スワップ取引については、特例処理の要
件を満たしているためヘッジの有効性の評価を省略
しています。

７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
⑴　消費税等の会計処理 税抜方式によっています。

　⑵　連結納税制度の適用 当事業年度から連結納税制度を適用しています。
８．会計方針の変更

（有形固定資産の減価償却方法の変更）
　有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法によっていましたが、過去２
年間の事業構造改革における事業ポートフォリオの見直しにより、使用可能期間にわたり減価
償却費を均等配分することが、今後の有形固定資産の利用形態の観点からより適切であると判
断し、当事業年度より、主として定額法へ変更しています。この結果、従来の方法によった場
合と比較し、当事業年度の営業損失は1,166百万円減少し、経常利益及び税引前当期純利益は
1,350百万円それぞれ増加しています。　

９．表示方法の変更　
（貸借対照表）　
　前事業年度において独立掲記していました「長期前払費用」（当事業年度は78百万円）及び
「長期未払金」（当事業年度は74百万円）は金額が僅少のため、当事業年度より「その他」に
含めています。

10．追加情報
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）
　当事業年度の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更
及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上
の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21
年12月４日）を適用しています。
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（研究開発費の取り扱いの変更）
　研究開発費について、従来、基礎研究活動に係る費用を一般管理費として計上する一方で、
製品開発活動に係る費用については、ハードウェア開発と同時並行で生産設計・生産準備活動
といった製造活動を行ってきた経緯から、当期製造費用として計上していました。しかしなが
ら、昨今の技術動向の変化により製品開発の主体がソフトウェア開発へと移行していく中で、
過去２年間の事業構造改革における事業ポートフォリオの見直しにより、今後の研究開発活動
についてはハードウェア開発の占める割合が減少し、製造との一体活動も縮小することが見込
まれることから、当事業年度より、当期製造費用として計上していた研究開発費の一部を、一
般管理費として計上しています。
　この結果、従来の方法によった場合と比較し、当事業年度の売上総利益は18,229百万円増加
していますが、営業損失は470百万円増加し、経常利益及び税引前当期純利益は470百万円それ
ぞれ減少しています。
　

Ⅱ．貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

⑴　短期金銭債権 30,234百万円
⑵　長期金銭債権 4,418百万円
⑶　短期金銭債務 17,610百万円
⑷　長期金銭債務 277百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 83,327百万円
３．保証債務 21,659百万円
　 （うち債務保証 5,098百万円）
　 （うち保証予約 16,561百万円）
４．売上債権遡求義務

　売掛金及び受取手形の一部を、債権流動化の目的で譲渡しています。
　そのうち、当社に遡求義務の及ぶ譲渡残高は、受取手形411百万円です。
　

Ⅲ．損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高　　　　　　　　　関係会社との取引高は下記のとおりです。

売上高 62,128百万円
仕入高 79,444百万円
営業取引以外の取引高 18,023百万円

２．減損損失
　当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

用 途 種 類 場 所

除 却 予 定 資 産
建物、構築物、機械及び装置、
工具器具及び備品、土地、ソ
フトウェア等

神奈川県相模原市等

売 却 予 定 資 産 建物、土地 山梨県甲府市

遊 休 資 産 建物、電話加入権等 山梨県甲府市等
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（資産種類ごとの減損損失の内訳）
種 類 減 損 損 失 の 金 額 （ 百 万 円 ）

建 物 511
構 築 物 59
機 械 及 び 装 置 257
土 地 41
そ の 他 （工具器具及び備品 等） 35

合 計 905
　上記のうち、撤退事業に係る資産の減損損失651百万円（建物320百万円、構築物59百万円、
機械及び装置257百万円、その他13百万円）を事業再編損として計上しています。
（減損損失の認識に至った経緯）
　除却予定資産については、減損損失683百万円（うち、事業撤退に係る損失651百万円）を特
別損失に計上しました。 
　売却予定資産については、社有不動産売却の決定に伴い、資産グループの帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、減損損失56百万円を特別損失に計上しました。
　遊休資産については、将来の用途が定まっていないため、資産グループの帳簿価額を回収可
能価額まで減額し、減損損失165百万円を特別損失に計上しました。
（グルーピングの方法）
　除却予定資産、売却予定資産及び遊休資産については、個別物件単位でグルーピングをして
います。
（回収可能価額の算定方法等）
　除却予定資産は、帳簿価額に基づき算定しており、売却予定資産及び遊休資産は、正味売却
価額により測定しています。

３．事業再編損
　事業再編損は、事業撤退に係る費用484百万円、減損損失651百万円、関係会社株式評価損
899百万円及び関係会社の事業撤退に係る損失の負担2,497百万円を計上しています。

４．事業構造改善費用
　事業構造改善費用は、事業構造改革の進捗に伴う従業員転職支援及び希望退職者募集に係る
費用等755百万円を計上しています。
　

Ⅳ．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首株式数(千株) 当事業年度増加株式数(千株) 当事業年度減少株式数(千株) 当事業年度末株式数(千株)

普通株式(注) 11,071 7 0 11,078

合 計 11,071 7 0 11,078
（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取によるものです。

２．普通株式の自己株式の減少０千株は、単元未満株式の売渡によるものです。
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Ⅴ．税効果に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　 繰延税金資産 　
　 関係会社株式出資金評価損 3,037百万円
　 賞与引当金 2,845百万円
　 投資有価証券評価損 2,504百万円
　 減損損失 1,798百万円
　 貸倒引当金 1,343百万円
　 たな卸資産評価損 1,258百万円
　 繰越欠損金 36,804百万円
　 その他 3,242百万円
　 繰延税金資産小計 52,833百万円
　 評価性引当額 △52,833百万円
　 繰延税金資産合計 －百万円
　 繰延税金負債 　
　 固定資産圧縮積立金 △789百万円
　 その他有価証券評価差額金 △529百万円
　 その他 △11百万円
　 繰延税金負債合計 △1,329百万円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別
の内訳

　 法定実効税率 40.7％
　 （調整） 　
　 交際費等永久に損金に算入されない項目 35.1％
　 受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △101.2％
　 繰延税金資産に対する評価性引当額 26.5％
　 連結納税制度適用による影響額　 △25.2％
　 住民税均等割額 1.0％
　 その他 1.2％
　 税効果会計適用後の法人税等の負担率 △21.9％
　
Ⅵ．リースにより使用する固定資産に関する注記

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前
のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内
容は次のとおりです。
１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高

相当額
　 　 　 　 （単位：百万円）
　 取得価額相当額 減価償却累計額相当額 減損損失累計額相当額 期末残高相当額
工 具 器 具 及 び 備 品 等 177 101 5 70
　
２．未経過リース料期末残高相当額等

　未経過リース料期末残高相当額
　 １年内 24百万円
　 １年超 46百万円
　 合計 70百万円

リース資産減損勘定の残高 1百万円
　（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しています。
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３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額及び減価償却費相当額
支払リース料 32百万円
リース資産減損勘定の取崩額 3百万円
減価償却費相当額 28百万円

４．減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。
　

Ⅶ．関連当事者との取引に関する注記

属 性 会 社 等 の 名 称 資本金又は
出 資 金 事 業 の 内 容 議決権等の所有

(被 所 有 )割 合

関 係 内 容
取引の内容 取 引 金 額

(百万円) 科 目 期 末 残 高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子 会 社 横河マニュファクチャ
リ ン グ 株 式 会 社

5,010
百万円

　　
制 御 ・ 計 測
機 器 の 製 造

所有
直接　100％ －

当社制御・
計測機器の
製造、不動
産 の 賃 貸

製品の仕入(注1) 38,997 買 掛 金 3,638

利 息 の 支 払 3
　
短期借入金
　

　
3,033

キャッシュ・マネ
ジメント・システ
ム に よ る 預 り

(注2)

　
2,372

　

子 会 社 横河商事株式会社 90
百万円

制御・計測機器の販
売 、 保 険 代 理 業

所有
直接　50％ － 当社制御・計測

機 器 の 販 売 製品の販売 8,630 売 掛 金 4,024

子 会 社
　

横河テストソリューショ
ンズ株式会社

450
百万円 計 測 機 器 の 販 売 所有

直接　100％ － 当 社 計 測
機 器 の 販 売

事 業 撤 退 に 係 る
損 失 の 負 担 2,497

貸倒引当金
（短期）　 193

貸倒引当金
（長期）　 95

その他固定負債 2,207

子 会 社 Yokogawa E l ec t r i c
International Pte.Ltd.

6,000
千シンガポール

ドル

制御・計測機器の販
売、エンジニアリン
グ 、 保 守 サ ー ビ ス

所有
直接　100％ －

当社制御・計測
機 器 の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

株 式 の 売 却
(注3) 2,949 － －

子 会 社 Yokogawa Engineering
Asia Pte.Ltd.

29,000
千シンガポール

ドル

制御・計測機器の販
売、エンジニアリン
グ 、 保 守 サ ー ビ ス

所有
間接　100％ －

当社制御・計測
機 器 の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

配 当 の 受 取 4,236 － －

　
子 会 社

Yokogawa Middle
E a s t  B . S . C . (c )

2,481
千バーレーン

ディナール

制 御 機 器 の 販 売 、
エンジニアリング、保
守 サ ー ビ ス

所有
直接　100％

　
－

当社制御機器の
販売、エンジニ
ア リ ン グ

配 当 の 受 取 2,380 － －

保証予約等(注4) 7,995 － －

上記の金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれてい
ます。

（注）１．製品の仕入については、横河マニュファクチャリング株式会社の製造原価を基に協議
の上決定しています。

２．キャッシュ・マネジメント・システムによる預りについては、市場金利を勘案して利
率は合理的に決定しています。また、取引金額欄には月末平均残高を記載しています。

３．株式の取引金額は、純資産価額法に基づく公正な評価額により決定しています。　
４．子会社における金融機関からの借入金等に対して保証予約等を行っています。

　
Ⅷ．１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 419円65銭
２．１株当たり当期純利益 24円47銭

　
Ⅸ．重要な後発事象に関する注記

　遊休化した社有地について、平成24年３月30日付けで売買契約を締結し、平成24年４月27日
に引渡しが完了しました。平成25年３月期において固定資産売却益3,664百万円を計上します。




